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　愛南町の交流施設「DE・あ・い・21」は、
毎年12月に地域のボランティアによってイ
ルミネーションが飾り付けられ、冬を彩る観
光スポットとして親しまれています。また、
毎年秋に開催される「トレッキング・ザ・空
海あいなん」の拠点施設でもあり、柏坂や松
尾坂など地元へんろ道の情報などを発信し
ています。
　このほか、４階多目的ホールでは各種コン
サートや講演会、１階エントランスホールで
は各種展示会など多彩な催しが行われ、地域
住民の交流の場として親しまれています。

愛南町「DE・あ・い・21」

発行所／愛媛県町村会・愛媛県町村議会議長会
　　　　〒790-0001 松山市一番町4丁目1番地2
　　　　ＴＥＬ  089-941-7598（代表）
　　　　ＦＡＸ  089-945-1318
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毎
年
、
全
国
各
地
で
開
催
さ
れ
る
全
国

過
疎
問
題
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
が
、
本
年
は
11

月
18
日
に
東
京
・
九
段
会
館
で
開
催
さ
れ
、

全
国
か
ら
関
係
者
約
５
０
０
名
が
出
席
し

た
。
な
お
、
本
県
か
ら
は
三
好
会
長
（
西

予
市
長
）
を
は
じ
め
、
関
係
市
町
の
首
長
、

議
長
ら
が
出
席
し
た
。

　

な
お
、
平
成
22
年
度
は
本
県
に
お
い
て

開
催
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

【
開
催
趣
旨
】

　

過
疎
地
域
で
は
、
住
民
生
活
の
安
全
・

安
心
の
基
盤
と
な
る
公
共
施
設
の
整
備
水

準
が
全
国
と
の
格
差
が
存
在
す
る
ほ
か
、

全
国
過
疎
問
題
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

11
月
18
日
　
東
京
で
開
催
　

全国過疎問題シンポジウム2010 in とうきょう　日程

　　　　　　　　　　　　　　　　　九段会館大ホール
　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都千代田区九段南1-6-5
　12:45　受付開始
　13:30　開会式　◦主催者挨拶
　　　　　　　　 ◦地元挨拶（東京都）
　13:40　平成22年度過疎地域自立活性化優良事例表彰式
　14:00　休　憩
　14:20　基調講演
　　　　　　「無縁社会から豊縁社会へ」
　　　　　　　　　松　本　克　夫　氏（地方財政審議会委員）
　15:10　休　憩
　15:20　パネルディスカッション
　　　　　　「過疎　新時代」
　　　　　　　　　～都市と過疎地域の新たな
　　　　　　　　　　　　　　　　パートナーシップの構築～
　　　　	コーディネーター
　　　　　　　　　宮　口　侗　廸
　　　　　　　　　　　　（早稲田大学教育・総合科学学術院教授）
　　　　	パネリスト
　　　　　　		　　青　山　彰　久（讀賣新聞編集委員）
　　　　　　　	　	作　野　広　和（島根大学准教授）
　　　　　　　	　	鈴　木　重　男（岩手県葛巻町長）
　　　　　　　	　	玉　沖　仁　美（㈱タマノワ代表取締役）
　　　　　　　	　	藤　井　静　男（東京都大島町長）
　16:50　終　了

厳
し
い
財
政
状
況
と
相
ま
っ
て
、
著
し
い

人
口
減
少
と
高
齢
化
の
進
展
、
ま
た
農
林

水
産
業
の
衰
退
や
将
来
の
維
持
が
危
ぶ
ま

れ
る
集
落
の
発
生
、
さ
ら
に
は
身
近
な
生

活
交
通
の
不
足
や
地
域
医
療
の
危
機
な
ど
、

さ
ま
ざ
ま
な
問
題
に
直
面
し
て
い
る
。

　

一
方
、
過
疎
地
域
は
安
全
・
安
心
な
食

糧
や
水
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
供
給
、
国
土
の

保
全
、
災
害
の
防
止
、
地
球
温
暖
化
の
防

止
な
ど
、
国
民
全
体
の
安
全
・
安
心
な
生

活
を
支
え
る
重
要
な
公
益
的
機
能
を
有
し

て
い
る
。

　

過
疎
地
域
が
有
す
る
こ
れ
ら
の
公
益
的

機
能
に
つ
い
て
、
国
民
全
体
が
適
切
に
認

識
し
た
う
え
で
過
疎
問
題
の
解
決
を
国
民

全
体
の
課
題
と
し
て
と
ら
え
、
過
疎
地
域

の
住
民
の
い
の
ち
と
暮
ら
し
を
守
る
実
効

性
あ
る
対
策
を
講
じ
て
い
く
こ
と
が
求
め

ら
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
中
、
本
年
4
月
か
ら
過
疎
地

域
自
立
促
進
特
別
措
置
法
が
拡
充
延
長
さ

れ
、
こ
れ
ま
で
の
過
疎
対
策
に
加
え
、
ソ

フ
ト
事
業
で
の
実
効
性
あ
る
新
た
な
過
疎

対
策
を
推
進
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
こ

れ
ら
を
踏
ま
え
、
行
政
関
係
者
を
は
じ
め
、

広
く
住
民
や
地
域
づ
く
り
の
関
係
者
を
交

え
て
幅
広
く
議
論
を
深
め
る
と
と
も
に
、
都

市
と
過
疎
地
域
の
共
生
の
深
化
、
過
疎
地
域

に
係
る
都
市
住
民
の
理
解
の
向
上
等
に
向

け
て
、「
全
国
過
疎
問
題
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
２

０
１
０
in
と
う
き
ょ
う
」
を
開
催
す
る
。

【
と　

き
】　

平
成
22
年
11
月
18
日
㈭

【
と
こ
ろ
】　

九
段
会
館

【
メ
イ
ン
テ
ー
マ
】　
「
過
疎　

新
時
代
」

【
主　

催
】

　

総
務
省
・
全
国
過
疎
問
題
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム
実
行
委
員
会

【
後　

援
】

　

農
林
水
産
省
、国
土
交
通
省
、全
国
知
事

会
、
全
国
都
道
府
県
議
会
議
長
会
、
全

国
市
長
会
、
全
国
市
議
会
議
長
会
、
全

国
町
村
会
、
全
国
町
村
議
会
議
長
会

　
　
　
　
　
　
　

◇

　

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
先
立
ち
、
全
国
過
疎

地
域
活
性
化
連
盟
は
第
41
回
定
期
総
会
を

開
き
、新
役
員
を
選
出
す
る
と
と
も
に
、別

掲
の
決
議
・
要
望
を
採
択
。
三
好
会
長
が

本
県
選
出
国
会
議
員
へ
実
現
方
要
望
し
た
。
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過疎対策の積極的推進のための要望

　過疎地域は、我が国の国土の過半を占め、豊かな自然や歴史・
文化を有するふるさとの地域であり、都市に対する食料・水・
エネルギーの供給、国土・自然環境の保全、いやしの場の提供、
災害の防止、森林による地球温暖化の防止などに多大な貢献を
している。
　過疎地域が果たしているこのような多面的・公益的機能は国
民共有の財産であり、それは過疎地域に住む住民によって支え
られてきたものである。
　人口減少と少子・高齢化が急速に進んでいる今日、過疎地域
では、多くの集落が消滅の危機に瀕するなど、極めて深刻な状
況に直面しているが、過疎地域が安心・安全に暮らせる地域と
して健全に維持されていくことが、多面的・公益的機能の維持
と、ひいては都市も含めた国民全体の生活の向上につながるこ
とを認識し、引き続き過疎地域に対して総合的かつ積極的な支
援を行い、住民の暮らしを支えていく政策を確立することが重
要である。
　よって、下記事項について特段の配慮を強く要望する。

記
　１　過疎市町村の財政基盤の確立
　２　住民が安心・安全に暮らせる生活基盤の確立
　３　高度情報通信等社会の恩恵を享受できるインフラの整備
　４　地域資源を活用した産業の振興と雇用の創出
　５　集落対策の促進と地域の活性化

平成23年度過疎対策関係

政府予算・施策に関する決議
　

１　地方交付税による財源保障機能の充実強化を

図ること

２　新市町村計画に基づく過疎対策事業債の必要

額を確保すること

３　住民が安心・安全に暮らせる生活基盤を確立す

ること

４　高度情報通信・高速道路社会の恩恵を享受でき

るインフラの整備を図ること

５　地域資源を活用した産業支援を支援し、新たな

雇用を創出すること

６　集落対策と地域社会の活性化に対する支援を

強化すること

　　以上、総意をもって決議する。

　　　平成22年11月18日

　　　　　　　　　全国過疎地域自立促進連盟

 

巡
回
ア
カ
デ
ミ
ー
を
開
催

11
月
25
日 

㈶
愛
媛
県
市
町
振
興
協
会

　

㈶
愛
媛
県
市
町
振
興
協
会
（
理
事
長
・

白
石
勝
也
松
前
町
長
）
は
、
11
月
25
日
え

ひ
め
共
済
会
館
に
お
い
て
、
㈶
全
国
市
町

村
研
修
財
団
（
全
国
市
町
村
国
際
文
化
研

修
所
）
と
共
催
で
、
市
町
職
員
の
国
際
化

対
応
能
力
を
は
じ
め
市
町
の
振
興
に
必
要

な
能
力
の
向
上
を
図
る
た
め
、
最
近
の
市

町
行
政
に
お
い
て
重
要
か
つ
関
心
の
深
い

テ
ー
マ
を
選
定
し
て
、「
巡
回
ア
カ
デ
ミ
ー
」

を
開
催
し
60
余
名
が
受
講
し
た
。

　

そ
の
、
内
容
は
次
の
と
お
り
。

▽
開　

会

▽
主
催
者
あ
い
さ
つ

▽
㈶
全
国
市
町
村
研
修
財
団
の
事
業
紹
介

▽
講　

演

　

⑴
演
題

　

	

「
多
文
化
共
生
社
会
に
お
け
る
人
権
」

　
　

講
師　

名
城
大
学
法
学
部

　
　
　
　
　

教
授　

近　

藤　
　

敦 

氏

　

⑵
演
題　
「
限
界
集
落
と
地
域
の
再
生
」

　
　

講
師　

石
川
県
羽
咋
市

　
　
　
　

農
林
水
産
課
1.5
次
産
業
振
興
係

　
　
　
　

総
括
主
幹　

高
野　

誠
鮮 

氏

　
自
民
党
幹
部
と
の

　
　 

懇
談
会
を
開
催

　
　
11
月
16
日 

自
民
党
本
部
で

　

全
国
町
村
議
会
議
長
会
代
表
者
と
自
民

党
幹
部
と
の
懇
談
会
が
、
議
長
全
国
大
会

に
先
立
つ
11
月
16
日
同
党
本
部
に
お
い
て

開
催
さ
れ
、
都
道
府
県
町
村
議
長
会
の
会

長
・
局
長
ら
１
０
０
人
が
出
席
し
た
。

　

こ
の
懇
談
会
は
、「
町
村
議
会
議
長
全
国

大
会
」
の
開
催
に
合
わ
せ
て
、
大
会
で
決

定
す
る
決
議
・
要
望
等
の
実
現
方
に
つ
い

て
要
請
す
る
た
め
、
毎
年
行
わ
れ
て
い
る

も
の
。

　

懇
談
会
は
、
司
会
を
務
め
る
谷
自
治
関

係
団
体
委
員
長
の
あ
い
さ
つ
に
続
い
て
、

野
村
全
国
町
村
議
長
会
長
が
あ
い
さ
つ
を

行
っ
た
。

　

次
い
で
、
谷
垣
総
裁
及
び
中
曽
根
参
議

院
会
長
か
ら
あ
い
さ
つ
が
あ
っ
た
後
、
地

域
活
性
化
交
付
金
、
地
方
消
費
税
の
拡
充

及
び
地
方
交
付
税
の
引
き
上
げ
、
森
林
の

保
全
・
整
備
の
た
め
の
全
国
森
林
環
境
税

の
創
設
や
議
長
の
議
会
招
集
権
と
議
員
年

金
制
度
の
存
続
等
に
つ
い
て
、
活
発
な
意

見
交
換
が
行
わ
れ
た
。
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第
54
回
議
長
全
国
大
会
を
開
催

　

全
国
町
村
議
会
議
長
会
は
、
11
月
17
日

東
京
・
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ホ
ー
ル
に
お
い
て
、
全
国

の
９
４
１
町
村
議
会
の
議
長
な
ど
関
係
者

約
１
６
０
０
人
の
出
席
の
も
と
、「
第
53
回

町
村
議
会
議
長
全
国
大
会
」
を
開
催
し
た
。

　

大
会
は
高
田
事
務
総
長
の
司
会
に
よ
り

進
め
ら
れ
、
池
田
副
会
長
（
岡
山
県
）
の

開
会
の
こ
と
ば
に
始
ま
り
、
国
歌
斉
唱
が

行
わ
れ
た
。
続
い
て
野
村
会
長（
長
野
県
）

が
挨
拶
を
述
べ
、「
平
成
の
大
合
併
で
少
な

く
な
っ
た
町
村
が
、
少
な
い
人
数
で
安
全

保
障
、
水
・
食
料
、
文
化
・
伝
統
、
環
境

保
全
な
ど
の
面
で
一
生
懸
命
国
を
支
え
て

い
る
。
食
糧
基
盤
を
失
っ
た
国
に
明
日
は

な
い
。
町
村
の
立
場
を
十
分
に
理
解
の
う

え
、
特
段
の
配
慮
を
願
い
た
い
」
と
、
強

く
訴
え
た
。

　

引
き
続
い
て
、
大
会
の
意
義
を
鮮
明
に

す
る
た
め
宣
言
を
中
崎
副
会
長（
岩
手
県
）

が
朗
読
。

　

続
い
て
来
賓
の
内
閣
総
理
大
臣
（
古
川

内
閣
官
房
副
長
官
）、
横
路
衆
議
院
議
長
、

西
岡
参
議
院
議
長
、
総
務
大
臣
（
鈴
木
総

務
副
大
臣
代
理
出
席
）、
黄
川
田
民
主
党

総
務
部
門
会
議
座
長
、
谷
垣
自
民
党
総
裁
、

藤
原
全
国
町
村
会
長
か
ら
祝
辞
が
あ
っ
た
。

　

次
い
で
、
隣
席
の
国
会
議
員
の
紹
介
の

後
に
議
事
に
入
り
、
議
長
団
を
選
出
し
て

協
議
に
入
っ
た
。

　

は
じ
め
に
要
望
事
項
23
件
、
四
国
地
区

ほ
か
8
地
区
の
要
望
9
件
を
高
橋
理
事

（
群
馬
県
）
が
提
案
理
由
を
説
明
し
、満
場

一
致
で
こ
れ
を
採
択
。

　

次
に
、豪
雪
要
望
を
高
野
郷
節
会
長（
新

潟
県
）、
決
議
を
美
野
理
事
（
和
歌
山
県
）、

特
別
決
議
を
飯
田
理
事
（
三
重
県
）
と
町

田
理
事
（
鹿
児
島
県
）
が
朗
読
・
提
案
し
、

そ
れ
ぞ
れ
満
場
一
致
で
採
択
す
る
こ
と
に

決
定
し
た
。

　

続
い
て
実
行
運
動
方
法
を
決
定
し
た
後

に
、決
定
し
た
要
望
・
決
議
の
実
現
に
向
け

て
、
庄
野
理
事
（
香
川
県
）
の
発
生
に
よ

り
「
ガ
ン
バ
ロ
ー
コ
ー
ル
」
を
行
い
、
盛

会
裏
に
大
会
を
終
了
し
た
。

　

大
会
終
了
後
、「
ま
ち
の
生
き
死
に
」
と

題
し
て
内
閣
官
房
参
与
・
麗
澤
大
学
経
済

学
部
教
授
の
松
本
健
一
氏
か
ら
特
別
講
演

が
行
わ
れ
た
。

決　　　　議

１　地域主権改革の実現を期する

１　町村財政の強化を期する

１　議会の機能の強化を期する

１　農林水産業振興対策の強化を期する

１　中小企業振興対策の強化を期する

１　環境保全対策の推進を期する

１　情報化施策の推進及び地上デジタル放送への円滑な

移行を期する

１　少子社会対策、社会福祉対策の強化を期する

１　教育・文化の振興を期する

１　交通及び生活環境の整備促進を期する

１　国土政策の推進及び国土保全・防災対策の充実強化

を期する

１　基地対策の推進を期する

１　特定地域の振興を期する

　以上、決議する。

　　平成22年11月17日

　　　　　　　　　第54回町村議会議長全国大会

宣　　　　言

　全国の多くの町村は、国民の生命を支えるため、食糧供
給、水源涵養、国土保全に努め、伝統・文化を守り、自然
を活かした地場産業を創出し、個性あるまちづくりを進め
てきた。
　しかしながら、長引く経済不況により、地域経済は疲弊
し、雇用情勢は厳しさを増し、高齢化・人口減少が進行す
る中、町村は大きな岐路に立たされている。
　このような状況を打開し、真に地域を再生するには、自
治能力を高め、都市と農山漁村が「共生」しうる社会を強
力に進めていくことが重要である。
　国は、地域主権改革の推進を掲げ、本年６月に「地域主
権戦略大綱」を策定しているが、この際、全国町村の声に
十分耳を傾け、思い切った地域主権改革を徹底して実行さ
れることを大いに期待している。
　我々議会人は、本日、「第54回町村議会議長全国大会」を
開催し、一致結束して、果敢に行動していくことをここに
誓う。
　以上、宣言する。
　　平成22年11月17日

　　　　　　　　　第54回町村議会議長全国大会
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町村税財源の充実強化に関する特別決議

　近年、権限・ひと・仕事・情報・カネなどが中央に集中する一方
で、多くの町村は高齢化・人口減少が進み、地域間の格差はますま
す拡大している。
　こうした中、町村が行財政運営を円滑に進めていくためには、安
定的な地方税体系の構築を進めるとともに、中央への税財源の一極
集中を是正し、地方交付税の充実強化が不可欠である。
　平成23年度予算の編成にあたっては、社会保障関係の経費が増大
を続ける中、地方が自己の責任を十分果たせるよう、地方財政計画
に地方の財政需要を適切に反映した上で所要の財源を的確に確保
すべきである。
　よって、下記事項の実現を図るよう、強く要請する。

記
１　偏在性の少ない居住地課税である地方消費税の拡充を図るこ
と。
２　地方交付税の法定率の引き上げを図るとともに、基準財政需要
額の算定にあたっては、過疎、離島、豪雪等の条件不利地域の多
様な財政需要を的確に反映するための割増算定の拡充を図ること。
３　一括交付金の制度設計にあたっては、総額は少なくとも対象と
なる補助金・交付金等と同額を確保するとともに、離島・過疎等
の条件不利地域に対する特別な補助金・交付金は、一括交付金の
対象から除外し、国の責任において必要な額を確保すること。
４　平成23年度以降の子ども手当の本格的な制度設計においては、
国と地方とで十分な協議を行い、国が全額国費負担とすること。
　　以上、特別決議する。
　　　平成22年11月17日

　　　　　　　　　　第54回町村議会議長全国大会　

地域主権改革の実現に関する特別決議

　地域のことは、地域が責任を持って決める。このことこそ地域主
権改革の基本であり、国は国家存立及び国家基本戦略に係る役割に
専念し、地方のことは地方に任せるべきである。
　特に、町村は、人口は少ないながら、広い面積を占め、国土を保
全し、都市の住民にとって欠かせないきれいな水、きれいな空気、
貴重な食糧を提供するなど、我が国の中で重要な役割を果たしてい
る。
　地域主権改革は、こうした町村を元気づけ、活性化させるもので
あり、我が国の新たな成長戦略に大きな力となるものである。
　よって、下記事項の実現を図るよう、強く要請する。

記
１　地域主権改革の核となる地域主権改革関連3法案について、早
期成立を図ること。
２　国と地方の二重行政の解消、国による過剰関与・義務付け・枠
付けの廃止・縮小等を早急に実施すること。
３　国と地方の役割分担の見直しにあたっては、町村の意見を十分
に踏まえ、一体的に権限・事務・税財源の移譲を進めること。
４　法令によって都道府県から市町村に権限移譲を行うにあたっ
て、市町村の名称のみで差を設けることなく、市町村と十分協議
すること。
５　地域主権改革に逆行する道州制は行わないこと。
　以上、特別決議する。
　　平成22年11月17日

　　　　　　　　　第54回町村議会議長全国大会　

森林資源の保全に関する特別決議

　我が国は、世界の国々の中において、有数の森林国であるが、そ
こから産み出される水源や木材資源について、その有り難みを国民
は強く自覚しているわけではない。
　特に、水源となる森林は、国民生活の生命線とも言える重要なイ
ンフラであるにもかかわらず、その取引あるいは利用の実態が把握
出来ていない状況にある。
　また、森林への投資について直接に規制する法律もなく、森林の
所有権が海外資本を含む様々な主体に移った場合、森林が果たす水
源涵養や住民の安全・安心に関わる問題が起きたとしても、国や地
方自治体では対処することは困難である。
　資源の乏しい我が国において、森林という大事な資源を守り、有
効に活用していくことこそが今求められるところであり、そのため
の必要な規制措置や対策が急務であると考える。
　よって、下記事項の実現を図るよう、強く要請する。

記
１　我が国の森林資源については、安全保障及び公益性の観点か
ら、取引に関する規制の法制化を早急に図ること。
２　地球温暖化対策のための税の導入にあたっては、二酸化炭素吸
収源として効果の大きい森林の整備・保全を町村が実施すること
に対し、その税収を森林面積に応じて配分する制度とすること。
３　山林地域における地籍調査について、公共工事としてその推進
を図り、所有権及び境界、利用等の実態を速やかに把握し、国民
誰でもが活用できる土地台帳制度を構築すること。
　　以上、特別決議する。
　　　平成22年11月17日

　　　　　　　　　　第54回町村議会議長全国大会　

医療保険制度の抜本的見直しに関する特別決議

　平成22年8月20日、厚生労働省が発表した後期高齢者医療制度に

代わる新制度の骨格では、現在の後期高齢者の大部分を国民健康保

険で引き受けるとされている。

　一方、平成20年度では、財政状況が厳しいため、一般財源を国民

健康保険特別会計へ繰り入れができず、前年度繰上充用を余儀なく

されている市町村が191に上っている。

　医療に関し、国民皆保険制度を守り、安心して暮らせる社会を構

築するためには、国が直接責任を負う制度とすることが必要である。

　よって、下記事項の実現を図るよう、強く要請する。

記

１　各医療保険制度間の給付と負担の公平化を図るため、全国民を

対象とした医療保険制度の一本化を積極的に推進すること。

２　市町村における国民健康保険会計の財政悪化が市町村財政の

窮乏化の大きな要因となっていること及び保険料の地域間格差

をもたらしていることを踏まえ、まずは、都道府県で国民健康保

険の運営を行うこと。

３　後期高齢者医療制度の廃止に伴い、国民健康保険制度の負担増

を決して招かないよう、国の責任において万全の措置を講じるこ

と。

　　以上、特別決議する。

　　　平成22年11月17日

　　　　　　　　　　第54回町村議会議長全国大会　
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平
成
22
年
度
第
2
回
町
議
会
議
員
研
修

会
が
、11
月
1
日
午
後
1
時
30
分
か
ら『
に

ぎ
た
つ
会
館
』
で
開
か
れ
、
町
議
会
議
員

ら
約
１
４
０
人
が
出
席
の
下
、
開
催
さ
れ

た
。

　

研
修
会
は
、
ま
ず
早
瀬
副
会
長
が
開
会

の
こ
と
ば
を
述
べ
た
の
ち
、
吉
村
会
長
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述
べ
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後
、
直
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に
研
修
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、
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4
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25
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、
菊
池
監
事
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閉
会
あ
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さ
つ
で
終
了
し
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。

︿
研　

修
﹀

○
演
題

　
　
「
希
望
の
地
と
し
て
の
農
山
村
集
落
」

　
　
　

︱
農
山
村
に
向
か
う
若
者
た
ち
︱

　

講
師　

民
俗
研
究
家

　
　
　
　
　
　
　

結
城
登
美
雄　

先
生

○
演
題

　
　
「
抗
加
齢（
ア
ン
チ
エ
イ
ジ
ン
グ
）の

	

秘
訣
」

　
　
　

︱
病
気
予
防
の
鍵
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賀
瀬
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先
生

　
第
2
回
議
員
研
修
会
を
開
催

11
月
1
日
　
に
ぎ
た
つ
会
館
で
　

 

新
議
長
紹
介

　

11
月
8
日
の
上
島
町
議
会
臨
時
会

に
お
い
て
議
長
の
選
挙
が
行
わ
れ
、

原　

博
彦
氏
が
選
出
さ
れ
た
。

　

上
島
町
議
会
議
長

　
　
原は

ら

　
　
　
博ひ

ろ

　
彦ひ

こ

　
氏

研　修　会　次　第
（13:30）

１　開　　会　　　　　副会長　　早　瀬　武　臣
２　主催者あいさつ　　会　長　　吉　村　直　城
３　研　　修
　　　○演題　「希望の地としての農山村集落」
　　　　　　　　　	―農山村に向かう若者たち―	 （13:40 ～ 15:00）
　　　　講師　民俗研究家　　結　城　登美雄　先生

　　　○演題　「抗加齢（アンチエイジング）の秘訣」
　　　　　　　　　―病気予防の鍵　健康寿命を延ばす―	 （15:05 ～ 16:25）
　　　　講師　愛媛大学医学部付属病院
　　　　　　　　　抗加齢センター主任　　伊賀瀬　道　也　先生
４　閉会あいさつ　　　監　事　　菊　池　孝　平	 （16:25）
５　閉　　会　	 　　　　　　　　　　　　　（16:30）

結　城　講　師
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せ

◉
お
菓
子
作
り
の

　
　 

婚
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瀬
戸
金
太
郎
い
も
」
を
使
っ
た

◦
お
問
い
合
わ
せ
先

　

伊
方
町
役
場 

政
策
推
進
課
︵
担
当
︶
山
本

　

Ｔ
Ｅ
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e.jp

▲会場の「瀬戸アグリトピア」

お
菓
子
作
り
を
体
験
し
ま
す
。
出
来
上
が

っ
た
お
菓
子
と
同
様
、
甘
い
ひ
と
と
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ご
せ
る
よ
う
に
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手
伝
い
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し
ま
す
。

　

会
場
は
宇
和
海
を
一
望
で
き
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ト
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で
行
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れ
ま
す
。
雄
大
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景
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の
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で
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く
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で
き
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の
か
、

昨
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募
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w
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）
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い
。

　

※
今
回
の
募
集
は
女
性
の
み
行
う
予
定

で
す
。
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【
地
方
６
団
体
の
動
き
】

 
「
第
5
回 

国
と
地
方
の
協
議
の
場
」

を
開
催

　
11
月
22
日 

総
理
大
臣
官
邸
で
開
催

　
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
の
第
5
回

が
、
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月
7
日
に
総
理
大
臣
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で
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催
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、
全
国
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村
会
・
同
議
長
会
な
ど
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方
6
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。
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光
一
郎　

国
家
戦
略
担
当
大
臣

　

蓮　
　
　

舫　

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣

（
地
方
6
団
体
の
出
席
者
）

麻
生　
　

渡　

全
国
知
事
会
長

佐
々
木
一
榮　

全
国
都
道
府
県
議
会
議
長
会
長

森　
　

民
夫　

全
国
市
長
会
長

五
本　

幸
正　

全
国
市
議
会
議
長
会
長

藤
原　

忠
彦　

全
国
町
村
会
長

野
村　
　

弘　

全
国
町
村
議
会
議
長
会
長

 「地域の自主性を確立するための
　 戦略的交付金（地域自主戦略交付金）」 （仮称）案

　地域の自由裁量を拡大するため、「ひも付き補助金」を
段階的に廃止し、一括交付金を創設する。
　このため、第一段階として、投資補助金を所管するす
べての府省が平成23年度から、投資補助金の一括交付金
化に取り組む。

○　規　模（投資関係）
　都道府県分・市町村分をあわせて１兆円強（初年度
はその半分程度か）	
※　都道府県分は23年度から、市町村分（政令市を含
む）は年度間の予算額の変動性を勘案し、24年度か
ら導入。	

○　制度の概要
　「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」を参考とし、
以下のとおりとする。
◦各府省の枠にとらわれずに使えるようにする。
◦箇所付け等の国の事前関与を廃止し、事後チェック
を重視。
◦客観的指標に基づく恣意性のない配分の導入（条件
不利地域等に配慮した仕組みを設ける）。
◦一括交付金化の対象となる事業の範囲で、自由に事
業を選択。ただし、事業規模等の必要な要件を設け
る。

○　継続事業等の取扱い
　当面は、客観的指標だけでなく、継続事業が実施で
きる配分とするとともに、交付率、地域特例（補助率
かさ上げ）、地方財政措置を継続する。

　地方六団体提出資料　

地域主権関連３法案の今臨時国会における
成立を求める緊急決議

　「国と地方の協議の場に関する法律案」など地域主
権関連３法案は、先の通常国会において参議院では可
決されたが、継続審議となった。我々地方六団体は政
府・与野党に対し再三にわたり早期成立を要請してき
たが、今臨時国会においては未だ委員会での審議すら
行われず、会期末が迫る中、成立の見通しが立ってい
ない。
　３法案は、地方が長年にわたって要請してきた「協
議の場」の具体化や義務付け・枠付けの見直しなど、
真の分権型社会実現のために不可欠なものである。
　また、これらは昨夏の総選挙で与野党が揃って公約
に掲げた政策でもある。ここで立ち止まることは、国
民に対しても許されない。目に見える成果を制度とし
て具体的に実現することこそ重要であり、３法案を今
臨時国会において一刻も早く成立させるよう、改めて
強く求めるものである。

　平成22年11月22日
　　地方六団体
　　　全国知事会会長	 麻生　　渡　
　　　全国都道府県議会議長会会長	 金子万寿夫　
　　　全国市長会会長	 森　　民夫　
　　　全国市議会議長会会長	 五本　幸正　
　　　全国町村会会長	 藤原　忠彦　
　　　全国町村議会議長会会長	 野村　　弘　
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11
月
の
会
と
催
し

▽
1
日
＝
平
成
22
年
度
第
2
回
町
議
会
議

員
研
修
会
、『
人
権
の
ま
ち
づ
く
り
対
策

基
本
法
』
並
び
に
『
人
権
侵
害
救
済
法
』

の
早
期
制
定
を
求
め
る
第
38
回
「
愛
媛

中
央
集
会
」

▽
3
日
＝
平
成
22
年
度
愛
媛
県
功
労
賞
授

賞
式
並
び
に
教
育
文
化
賞
授
賞
式

▽
4
日
＝
四
国
四
県
市
町
村
振
興
協
会
事

務
連
絡
会
議

▽
5
日
＝
第
37
回
中
・
四
国
身
体
障
害
者

福
祉
大
会
、
全
国
過
疎
地
域
自
立
促
進

連
盟
幹
事
会

▽
8
日
＝
内
外
情
勢
調
査
会
松
山
支
部
懇

談
会

▽
9
日
＝
平
成
22
年
度
町
議
会
事
務
局
職

員
研
修
会
、
商
工
会
法
施
行
50
周
年
・

連
合
会
創
立
50
周
年
記
念
式
典
、
自
治

労
愛
媛
県
本
部
か
ら
の
申
し
入
れ

▽
10
日
＝
平
成
22
年
度
愛
媛
県
人
権
・
同

和
教
育
研
究
大
会
、
平
成
22
年
度
第
2

回
え
ひ
め
愛
フ
ー
ド
推
進
機
構
幹
事
会

▽
11
日
日
＝
愛
媛
県
知
事
選
挙
出
陣
式

　
輸
出
入
物
と
食
糧
自
給

　

こ
の
11
月
10
・
11
の
両
日
、
横
浜
市
で

関
係
21
か
国
に
よ
る
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
（
ア
ジ
ア

太
平
洋
経
済
協
力
会
議
）
閣
僚
会
議
、
12

日
は
首
脳
会
議
が
開
か
れ
た
。

　

我
が
国
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
し
た
経
済

社
会
の
急
動
向
へ
の
対
応
を
求
め
ら
れ
、

如
何
に
す
る
か
で
あ
る
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太

平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
）
へ
の
加

入
是
非
が
問
わ
れ
、
関
税
を
完
全
撤
廃
し

て
新
貿
易
シ
ス
テ
ム
に
食
い
込
ん
で
い
か

ざ
る
を
え
な
い
の
か
。
21
か
国
の
27
億
人
、

Ｇ
Ｄ
Ｐ
３
，
３
３
６
兆
円
、
貿
易
額
７
５

０
兆
円
の
一
角
に
日
本
が
占
め
る
こ
と
に

な
る
の
か
。
農
産
物
全
面
自
由
化
に
応
え

る
の
か
。
神
代
の
昔
か
ら
農
耕
民
族
と
し

て
生
き
て
来
た
我
が
国
の
Ｄ
Ｎ
Ａ
が
簡
単

に
し
か
も
臨
機
に
応
じ
ら
れ
る
の
か
…
。

　

さ
て
、
我
が
国
の
農
地
は
、
国
土
の
12

％
、
農
業
就
業
者
は
平
均
64
歳
で
あ
る
。

関
税
0
へ
の
仲
間
入
り
は
、
農
業
に
と
り

厳
し
く
感
じ
る
。
一
方
、
こ
の
度
の
関
税

完
全
撤
廃
の
経
済
協
定
は
、
企
業
に
と
り

ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
で
あ
る
と
も
云
わ
れ
、

景
気
回
復
の
原
動
力
と
意
気
込
む
人
も
多

い
。
ま
た
、
超
高
齢
社
会
に
あ
っ
て
農
業

は
先
行
き
が
極
め
て
暗
く
、
わ
れ
先
へ
と

農
業
後
継
者
が
出
現
し
な
い
と
こ
ろ
が
大

き
な
問
題
に
あ
る
。
し
か
し
、
わ
が
国
の

農
産
物
の
質
と
安
全
が
最
高
で
あ
る
認
知

度
は
捨
て
が
た
く
、
工
業
製
品
と
と
も
に

輸
出
品
目
と
し
て
、
こ
れ
か
ら
の
“
銘
柄

品
”で
も
あ
る
。是
非
と
も
現
下
の
就
職
難

に
お
の
の
く
若
者
に
農
業
の
世
界
を
直
視

願
い
た
い
。
こ
の“
銘
柄
”の
各
農
産
物
輸

出
は
、
今
、
将
来
の
あ
る
ビ
ッ
グ
チ
ャ
ン

ス
と
し
て
起
業
、
世
界
の
舞
台
に
打
っ
て

出
た
い
も
の
で
あ
る
。
た
め
に
は
中
途
半

端
な
て
こ
入
れ
で
な
く
、
米
作
で
あ
れ
ば
、

就
業
年
齢
を
考
慮
し
た
飯
米
農
家
、
兼
業

農
家
、
専
業
農
家
、
大
規
模
農
家
と
幅
広

い
米
作
農
家
か
ら
希
望
す
る
輸
出
起
業
農

家
へ
の
確
た
る
重
点
応
援
が
不
可
欠
で
あ

る
。

　

山
形
県
の
新
米
「
つ
な
姫
」
は
、
10
年

を
費
や
し
て
1
等
米
比
率
99
・
6
％
の
美

味
い
米
と
し
て
世
に
出
た
。
品
種
改
良
も

大
き
な
応
援
の
一
つ
で
あ
る
。
海
外
へ
の

販
路
開
拓
、
日
本
産
の
安
全
な
食
糧
品
と

し
て
の
Ｐ
Ｒ
、
強
力
な
関
係
者
の
結
束
応

援
が
必
要
で
あ
る
。
自
由
化
に
対
し
て
は
、

既
に
国
産
の
美
味
し
く
て
安
全
で
高
品
質

の
み
か
ん
、
り
ん
ご
等
が
輸
入
物
に
負
け

は
し
な
か
っ
た
。

　

た
だ
し
、
農
産
物
輸
出
と
と
も
に
現
在

の
我
が
国
の
食
糧
自
給
率
カ
ロ
リ
ー
ベ
ー

ス
40
％
（
金
額
ベ
ー
ス
65
％
）
の
引
き
上

げ
・
確
保
は
必
須
条
件
で
あ
る
。
こ
れ
か

ら
は
過
年
に
起
こ
っ
た
大
豆
、
小
麦
等
の

輸
入
減
の
苦
い
学
習
や
過
日
の
レ
ア
ア
ー

ス
止
め
ど
こ
ろ
で
は
済
ま
な
い
事
を
肝
に

銘
じ
て
お
か
ね
ば
…
。
軽
々
し
い
農
産
物

の
輸
入
偏
重
は
、
い
ざ
と
な
れ
ば
食
糧
輸

入
ス
ト
ッ
プ
戦
略
に
屈
す
る
こ
と
に
な
る
。

一

筆

し
か
も
地
球
人
口
増
に
比
し
、
水
・
食
糧

不
足
は
既
に
進
行
中
で
あ
る
。
食
糧
自
給

を
前
提
に
し
た
中
で
輸
出
入
両
輪
を
考
え
、

新
貿
易
シ
ス
テ
ム
の
仲
間
入
り
を
決
断
し

た
い
も
の
だ
。

	

（
Ｔ
）

　
「
過
失
の
最
大
の
も
の
は
、
全
然

　
　
　

そ
れ
に
気
が
付
か
ぬ
事
で
あ
る
」

　
　
　
（
カ
ー
ラ
イ
ル　

英
国
の
評
論
家
）

▽
12
日
＝
平
成
22
年
度
災
害
共
済
関
係
事

業
の
加
入
推
進
運
動
等
実
施
に
伴
う
事

務
打
合
会

▽
15
日
＝
自
治
労
連
愛
媛
県
本
部
か
ら
の

申
し
入
れ
、
平
成
22
年
度
業
務
連
絡
調

整
会
議
（
消
防
基
金
）

▽
16
日
＝
全
国
町
村
議
会
議
長
会
と
自
民

党
幹
部
と
の
懇
談
会

▽
17
日
＝
年
末
調
整
説
明
会
、
第
54
回
町

村
議
会
議
長
全
国
大
会

▽
18
日
＝
全
国
過
疎
地
域
自
立
促
進
連
盟

理
事
会
、
同
定
期
総
会
、
全
国
過
疎
問

題
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
２
０
１
０
in
と
う

き
ょ
う

▽
19
日
＝
愛
媛
県
町
村
議
長
会
参
議
院
議

員
会
館
視
察

▽
24
日
＝
査
定
専
門
員
研
修
会

▽
25
日
＝
㈶
全
国
市
町
村
研
修
財
団
平
成

22
年
度
巡
回
ア
カ
デ
ミ
ー
、
愛
媛
県
共

済
団
体
暴
力
団
等
対
策
連
絡
協
議
会
第

26
回
役
員
会
並
び
に
総
会

▽
26
日
＝
平
成
22
年
度
公
益
法
人
会
計
実

務
研
修
会

▽
27
日
＝
平
成
22
年
度
県
民
総
合
文
化
祭

「
え
ひ
め
産
業
文
化
ま
つ
り
」
及
び
「
え

ひ
め
生
涯
学
習
ま
つ
り
」
オ
ー
プ
ニ
ン

グ
セ
レ
モ
ニ
ー

▽
29
日
＝
全
国
市
町
村
振
興
協
会
研
修
担

当
者
会
議
（
30
日
ま
で
）

▽
30
日
＝
全
国
町
村
会
常
任
理
事
会
、
㈶

全
国
自
治
協
会
理
事
会
・
災
害
共
済
委

員
会
、
全
国
町
村
職
員
生
活
協
同
組
合

理
事
会
、
全
国
町
村
会
理
事
会
、
全
国

町
村
長
大
会
運
営
委
員
会
、
全
国
町
村

職
員
生
活
協
同
組
合
総
代
会
、
全
町
長

と
国
会
議
員
と
の
意
見
交
換
会


